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1. はじめに 

2016 年熊本地震において，熊本県益城町では 2 度にわ

たり震度 7 が観測され，数多くの建物に被害が生じた．

熊本地震に関しては，益城町を主な対象として様々な機

関による建物被害調査が実施され，その分析結果が報告

されている 1)．災害により建物に被害が生じた場合，自治

体により被害認定調査 2), 3)が実施され，その認定結果に基

づき，罹災証明書が発行される．一般的に被害認定調査

は，被災者の申請を受け実施されるが，益城町において

は被災者の申請を受ける前に，益城町内の全建物に対し

て認定調査が実施された 4)．この調査によって建物の被災

区分は，全壊，大規模半壊，半壊，一部損壊，無被害に

分類され，その認定結果に基づき罹災証明書が発行され

た．また，益城町では罹災証明書の発行段階において，

被災者の合意のもと，家屋情報と家屋被害認定結果を関

連付け，データの一元管理が進められた． 

本研究では，益城町による罹災証明発行記録に家屋情

報を組み合わせることで作成されたデータを用いて，建

物被害の分析を行う．この結果を近年の我が国の他の被

害地震に対する自治体による被害調査結果と比較して，

益城町全体の建物被害の傾向を分析する． 

 

2. 使用データ 

本研究では，益城町における罹災証明発行記録，建物

被害調査認定結果および家屋課税台帳情報からなるデー

タを「元データ」として使用した．元データは 13,718 棟

分の情報からなり，個別建物の構造，建築年，屋根形式

等の情報が含まれている．しかしこれらのデータの中に

は，物置や倉庫等のデータや被害情報や建築年が不明な

ものも含まれている．そのための元データのうち，物

置・倉庫・車庫等に関するデータ（2,945 棟），同一物件

において複数個の罹災証明発行記録がある場合，最終的

な記録以外のデータ（466 棟），建築面積 20m
2未満のデー

タ（145 棟），地上階のないデータ（11 棟）を削除した．

本研究では，残った 10,151 棟分のデータを使用する． 

3. 益城町の建物被害分析 

益城町の建物について，構造，木造の建築年代，木造

の屋根形式に被害を分析した． 

益城町の建物の構造別被害率を図-1 に示す．全壊率は

木造が最も高く，次いで CB 造，S 造，軽量 S 造，RC 造

の順に低くなっている．  

 木造建物の年代別の被害率を図-2 に示す．1951 年以前

を除いて建築年代の新しいものほど被害率が小さくなっ

ている．とくに 1981 年を境に全壊率の減少割合が大きく

なっており，耐震基準改正による影響とも考えられる．

1951 年以前の建物の被害率が小さくなっている点に関し

て，これらの建物が建てられてから 65 年以上という長い

年月が経過しており，それだけの年月が経過しても残存

する建物には，良質のものの割合が高いためと考えられ

る．図-3 に示すように１年毎に区分した木造建物の被害

率の変化も調べた．ほぼ連続的に建築年が古くなるほど，

被害率は大きくなっており，建物の経年劣化が被害率に

影響を及ぼしていると考えられる． 

 木造建物の屋根形式別の被害率を図-4 に示す．いずれ

の年代区分おいても，全壊率は瓦屋根の建物が最も大き

くなっている．1991 年以降，金属屋根とスレート屋根の

建物の全壊率はほとんど変わらない． 

 

4. 他の地震との木造建物の被害率比較 

2016 年熊本地震における益城町の木造建物の全壊率を

1995 年兵庫県南部地震における神戸市灘区 5)，西宮市 6)，

2007 年新潟県中越沖地震における柏崎市 7)の結果と比較

したものを図-5に示す． 

 いずれの建築年代においても，益城町と灘区の木造全

壊率はオーダー的に近似しており，西宮市はそれよりも

やや低い．これは西宮市の全壊率は，北部に地震動の小

さい地域も含まれていることから，同じ地震における灘 

区よりも全壊率が小さくなっていると考えられる．柏崎

市に関しては，地震動強さは他の地震に匹敵するレベル

であったにも関わらず，全壊率は非常に小さかった． 
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5. まとめ 

2016 年熊本地震における熊本県益城町の建物被害に関

して，自治体による住家被害認定調査結果をもとに作成

されたデータを用いて分析した．益城町の建物被害にお

いては，建物の構造種別が被害率に大きく影響を及ぼし

ていた．木造に関しては，耐震基準の改正に応じた年代

区分に対応し，全壊率が減少する様子が確認できた．ま

た，屋根形式による被害の傾向として，瓦屋根の建物は

他の形式のものと比較して，高い全壊率を示した．また，

益城町における木造建物の全壊率は，兵庫県南部地震に

おける神戸市灘区に近似した全壊率を示した． 
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図-5 近年の 3 地震における木造建物の全壊率比較 

  
図-1 益城町建物の構造別被害率 

 

  
図-2 木造建物の年代別被害率 

 

  
図-3 木造建物の１年毎の被害率と棟数 

 

  
図-4 木造建物の屋根形式別被害率 
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